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１１．．収収益益的的収収入入及及びび支支出出

収　　入

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 合　　計

第１款　 下 水 道 事 業 収 益 2,342,096,000 62,900,000 0 2,404,996,000

　　第１項 営 業 収 益 1,803,983,000 0 0 1,803,983,000

　　第２項 営 業 外 収 益 503,112,000 0 0 503,112,000

　　第３項 特 別 利 益 35,001,000 62,900,000 0 97,901,000

支　　出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

地方公営
企業法第
24条第３
項の規定
による支
出額

小　　計

第１款　 下 水 道 事 業 費 用 2,110,881,000 5,931,000 0 0 0 2,116,812,000

　　第１項 営 業 費 用 1,915,372,000 5,931,000 0 △ 391,000 0 1,920,912,000

　　第２項 営 業 外 費 用 189,808,000 0 0 391,000 0 190,199,000

　　第３項 特 別 損 失 4,701,000 0 0 0 0 4,701,000

　　第４項 予 備 費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000

区　　　分
地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

区　　　分

令和４年度　筑紫野市

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額
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１１．．収収益益的的収収入入及及びび支支出出

収　　入

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 合　　計

第１款　 下 水 道 事 業 収 益 2,342,096,000 62,900,000 0 2,404,996,000

　　第１項 営 業 収 益 1,803,983,000 0 0 1,803,983,000

　　第２項 営 業 外 収 益 503,112,000 0 0 503,112,000

　　第３項 特 別 利 益 35,001,000 62,900,000 0 97,901,000

支　　出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

地方公営
企業法第
24条第３
項の規定
による支
出額

小　　計

第１款　 下 水 道 事 業 費 用 2,110,881,000 5,931,000 0 0 0 2,116,812,000

　　第１項 営 業 費 用 1,915,372,000 5,931,000 0 △ 391,000 0 1,920,912,000

　　第２項 営 業 外 費 用 189,808,000 0 0 391,000 0 190,199,000

　　第３項 特 別 損 失 4,701,000 0 0 0 0 4,701,000

　　第４項 予 備 費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000

区　　　分
地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

区　　　分

令和４年度　筑紫野市

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額

（単位：円）

2,394,584,827 △ 10,411,173

1,781,871,590 △ 22,111,410
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

150,141,979円）

514,415,182 11,303,182
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

0円）

98,298,055 397,055
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

8,936,185円）

（単位：円）

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定による繰
越額

合　　計 決　算　額

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定による繰
越額

不　用　額 備　　　　　考

0 2,116,812,000 2,072,319,781 0 44,492,219

0 1,920,912,000 1,896,626,560 0 24,285,440
 （うち、仮払消費税及び地方消費税

84,883,999円）

0 190,199,000 170,827,721 0 19,371,279

 （うち、仮払消費税及び地方消費税
119,327円）

（消費税及び地方消費税納付額
53,089,900円）

0 4,701,000 4,865,500 0 △ 164,500
 （うち、仮払消費税及び地方消費税

442,318円）

0 1,000,000 0 0 1,000,000

予　算　額　に　比　べ
決　算　額　の　増　減

備　　　　　考

　下水道事業決算報告書（税込）

決　　算　　額

－ 2－



　　　
２２．．資資本本的的収収入入及及びび支支出出

収　　入

　　　　　　予　　　算　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額に
係る財源充
当額

継続費逓
次繰越額
に係る財
源充当額

707,834,000 △ 144,701,000 563,133,000 0 0

第１項 企 業 債 313,400,000 △ 135,000,000 178,400,000 0 0

第２項 補 助 金 79,175,000 △ 9,701,000 69,474,000 0 0

第３項 負 担 金 315,258,000 0 315,258,000 0 0

第４項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0 0

支　　出

　　　　　　予　　　算　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
流 用
増 減 額

小　　計

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

継続費逓
次繰越額

1,156,716,000 △ 118,772,000 0 1,037,944,000 97,000,000 0

第１項 建 設 改 良 費 474,063,000 △ 118,772,000 0 355,291,000 97,000,000 0

第２項 企 業 債 償 還 金 682,653,000 0 0 682,653,000 0 0

○資本的収入額が資本的支出額に不足する額465,870,047円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

補てんした。

区　　　分 小　　　計

第１款 　資 本 的 収 入

区　　　分

第１款 　資 本 的 支 出

－ 3－



（単位：円）

合　　計 決　算　額

563,133,000 633,597,585

178,400,000 242,800,000

69,474,000 69,474,000

315,258,000 321,323,585

1,000 0

（単位：円）

合　　計 決　算　額

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

継続費逓
次繰越額

合　　計 不　用　額 備　　　　　考

1,134,944,000 1,099,467,632 0 0 0 35,476,368

452,291,000 416,815,304 0 0 0 35,475,696
（うち、仮払消費税及び地方消費税
　　　　　　　　　34,435,436円）

682,653,000 682,652,328 0 0 0 672

20,508,856円、繰越工事資金20,252,000円、損益勘定留保資金104,574,896円、減債積立金320,534,295円で

0

6,065,585

64,400,000

翌 年 度 繰 越 額

 （うち、仮受消費税及び地方消費税　　　　　0円）

備　　　　　考

△ 1,000

予　算　額　に　比　べ
決　算　額　の　増　減

70,464,585

－ 4－



（単 位 ： 円）

１１．．営営　　　　業業　　　　収収　　　　益益

　　(1) 下 水 道 使 用 料 1,501,407,621

　　(2) 他 会 計 負 担 金 129,680,000

　　(3) 受 託 事 業 収 益 0

　　(4) そ の 他 営 業 収 益 641,990 1,631,729,611

２２．．営営　　　　業業　　　　費費　　　　用用

　　(1) 管 渠 費 30,512,949

　　(2) 受 託 事 業 費 0

　　(3)
流域下水道維持管理
負 担 金

788,947,748

　　(4) 業 務 費 20,931,819

　　(5) 総 係 費 80,706,137

　　(6) 減 価 償 却 費 863,054,778

　　(7) 資 産 減 耗 費 27,589,130 1,811,742,561

営 業 損 失 △ 180,012,950

３３．．営営　　  業業  　　外外  　　収収  　　益益

　　(1) 受取利息及び配当金 2,843

　　(2) 長 期 前 受 金 戻 入 514,408,641

　　(3) 雑 収 益 79,643

　　(4) そ の 他 営 業 外 収 益 0 514,491,127

令和４年度　筑紫野市下水道事業損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

４４．．営営　　  業業  　　外外  　　費費  　　用用

　　(1) 支 払 利 息 116,313,306

　　(2) 雑 支 出 1,271,424 117,584,730 396,906,397

経 常 利 益 216,893,447

５５．．特特　　　　別別　　　　利利　　　　益益

　　(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

　　(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 89,361,870 89,361,870

６６．．特特　　　　別別　　　　損損　　　　失失

　　(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

　　(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,423,182

　　(3) そ の 他 特 別 損 失 0 4,423,182 84,938,688

301,832,135

1,312

320,534,295

622,367,742

前前 年年 度度 繰繰 越越 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 未未 処処 分分 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 純純 利利 益益

そそのの他他未未処処分分利利益益剰剰余余金金変変動動額額
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（単 位 ： 円）

１１．．営営　　　　業業　　　　収収　　　　益益

　　(1) 下 水 道 使 用 料 1,501,407,621

　　(2) 他 会 計 負 担 金 129,680,000

　　(3) 受 託 事 業 収 益 0

　　(4) そ の 他 営 業 収 益 641,990 1,631,729,611

２２．．営営　　　　業業　　　　費費　　　　用用

　　(1) 管 渠 費 30,512,949

　　(2) 受 託 事 業 費 0

　　(3)
流域下水道維持管理
負 担 金

788,947,748

　　(4) 業 務 費 20,931,819

　　(5) 総 係 費 80,706,137

　　(6) 減 価 償 却 費 863,054,778

　　(7) 資 産 減 耗 費 27,589,130 1,811,742,561

営 業 損 失 △ 180,012,950

３３．．営営　　  業業  　　外外  　　収収  　　益益

　　(1) 受取利息及び配当金 2,843

　　(2) 長 期 前 受 金 戻 入 514,408,641

　　(3) 雑 収 益 79,643

　　(4) そ の 他 営 業 外 収 益 0 514,491,127

令和４年度　筑紫野市下水道事業損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

４４．．営営　　  業業  　　外外  　　費費  　　用用

　　(1) 支 払 利 息 116,313,306

　　(2) 雑 支 出 1,271,424 117,584,730 396,906,397

経 常 利 益 216,893,447

５５．．特特　　　　別別　　　　利利　　　　益益

　　(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

　　(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 89,361,870 89,361,870

６６．．特特　　　　別別　　　　損損　　　　失失

　　(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

　　(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,423,182

　　(3) そ の 他 特 別 損 失 0 4,423,182 84,938,688

301,832,135

1,312

320,534,295

622,367,742

前前 年年 度度 繰繰 越越 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 未未 処処 分分 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 純純 利利 益益

そそのの他他未未処処分分利利益益剰剰余余金金変変動動額額

－ 6－



資　本　金

受贈財産
評 価 額

国庫補助金 県補助金
受益者
負担金

工　事
負担金

3,423,973,793 128,533,955 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

381,355,705 0 0 0 0 0

381,355,705 0 0 0 0 0

減 債 積 立 金 の 積 立 0 0 0 0 0 0

建 設 改 良 積 立 金 の 積 立 0 0 0 0 0 0

自 己 資 本 金 へ の 組 入 381,355,705 0 0 0 0 0

3,805,329,498 128,533,955 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

0 282,051 0 0 0 0

0 282,051 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,805,329,498 128,816,006 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 末 残 高

当 年 度 変 動 額

受 贈 財 産 の 受 入

補 助 金 の 受 入

受 益 者 負 担 金 の 受 入

自　己
資本金

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額

処 分 後 残 高

　資　本　剰　余

令和４年度筑紫野市

工 事 負 担 金 の 受 入

他 会 計 繰 入 金 の 受 入

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

（令和4年4月1日から

－ 7－



(単位：円）

　金

他会計
負担金

その他
負担金

その他
補助金

資本剰余金
合　　　計

減　債
積立金

建設改良
積 立 金

未　処　分
利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

21,952,235 40,027,390 0 255,946,941 27,318,295 0 674,573,017 701,891,312 4,381,812,046

0 0 0 0 293,216,000 0 △ 674,571,705 △ 381,355,705 0

0 0 0 0 293,216,000 0 △ 674,571,705 △ 381,355,705 0

0 0 0 0 293,216,000 0 △ 293,216,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 △ 381,355,705 △ 381,355,705 0

（繰越利益余剰金）

21,952,235 40,027,390 0 255,946,941 320,534,295 0 1,312 320,535,607 4,381,812,046

0 0 0 282,051 △ 320,534,295 0 622,366,430 301,832,135 302,114,186

0 0 0 282,051 0 0 0 0 282,051

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 301,832,135 301,832,135 301,832,135

0 0 0 0 △ 320,534,295 0 320,534,295 0 0

（ 当 年 度 未 処分
利 益 剰 余 金 ）

21,952,235 40,027,390 0 256,228,992 0 0 622,367,742 622,367,742 4,683,926,232

剰　　　余　　　金

資本合計

下水道事業剰余金計算書

利　益　剰　余　金

令和5年3月31日まで）

－ 8－



(単位：円）

3,805,329,498 256,228,992 622,367,742

320,534,295 0 △ 622,366,295

減 債 積 立 金 の 積 立 0 0 △ 301,832,000

建設改良積立金の積立 0 0 0

自己資本金への組入 320,534,295 0 △ 320,534,295

（繰 越 利 益 剰 余 金）

1,447

令和４年度　筑紫野市下水道事業剰余金処分計算書（案）

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金資　本　金

4,125,863,793 256,228,992

－ 9－



(単位：円）

3,805,329,498 256,228,992 622,367,742

320,534,295 0 △ 622,366,295

減 債 積 立 金 の 積 立 0 0 △ 301,832,000

建設改良積立金の積立 0 0 0

自己資本金への組入 320,534,295 0 △ 320,534,295

（繰 越 利 益 剰 余 金）

1,447

令和４年度　筑紫野市下水道事業剰余金処分計算書（案）

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金資　本　金

4,125,863,793 256,228,992



( 単 位 ： 円 )

11..

土 地 221,325,157

建 物 140,738,525

減 価 償 却 累 計 額 △ 90,311,897 50,426,628

構 築 物 40,433,303,631

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,118,019,504 22,315,284,127

機 械 及 び 装 置 271,880,145

減 価 償 却 累 計 額 △ 185,755,633 86,124,512

車 両 及 び 運 搬 具 3,237,587

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,075,706 161,881

工 具 器 具 及 び 備 品 3,604,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,284,140 320,660

建 設 仮 勘 定 9,201,500

22,682,844,465

地 役 権 47,649,390

施 設 利 用 権 3,859,414,762

3,907,064,152

出 資 金 3,030,000

3,030,000

26,592,938,617

22..

1,760,092,771

436,514,779

△ 465,690 436,049,089

0

400,000

2,196,541,860

28,789,480,477

流 動 資 産 合 計

資資 産産 合合 計計

貸 倒 引 当 金

(3) 前 払 金

(4) そ の 他 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

イ

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流流 動動 資資 産産

イ

ロ

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

ト

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

ホ

ヘ

(1) 有 形 固 定 資 産

イ

ロ

令和４年度　筑紫野市下水道事業貸借対照表
（令和5年3月31日）

資資　　　　産産　　　　のの　　　　部部

固固 定定 資資 産産

ハ

ニ

33..

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,250,861,141

6,250,861,141

6,250,861,141

44..

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

634,287,081

634,287,081

184,427,457

イ 賞 与 引 当 金 6,265,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,321,000

7,586,000

0

2,600,000

400,000

829,300,538

55..

27,701,780,470

△ 10,676,387,904

17,025,392,566

24,105,554,245

66..

3,805,329,498

3,805,329,498

77..

イ 受 贈 財 産 評 価 額 128,816,006

ロ 国 庫 補 助 金 59,579,641

ハ 県 補 助 金 0

ニ 受 益 者 負 担 金 1,928,400

ホ 工 事 負 担 金 3,925,320

ヘ 他 会 計 負 担 金 21,952,235

ト そ の 他 負 担 金 40,027,390

チ 他 会 計 補 助 金 0

256,228,992

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 0

ニ 当年度未処分利益剰余金 622,367,742

622,367,742

878,596,734

4,683,926,232

28,789,480,477

負負　　　　債債　　　　のの　　　　部部

固固 定定 負負 債債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流流 動動 負負 債債

(1) 企 業 債

(6) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰繰 延延 収収 益益

引 当 金 合 計

(4) 前 受 金

(5) 預 り 金

繰 延 収 益 合 計

負負 債債 合合 計計

資資　　　　本本　　　　のの　　　　部部

資資 本本 金金

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

(1) 資 本 剰 余 金

負負 債債 資資 本本 合合 計計

(1) 自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰剰 余余 金金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資資 本本 合合 計計
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( 単 位 ： 円 )

11..
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減 価 償 却 累 計 額 △ 185,755,633 86,124,512

車 両 及 び 運 搬 具 3,237,587

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,075,706 161,881
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22..

1,760,092,771

436,514,779

△ 465,690 436,049,089

0

400,000
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28,789,480,477
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イ

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流流 動動 資資 産産

イ

ロ

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

ト

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

ホ

ヘ

(1) 有 形 固 定 資 産

イ

ロ

令和４年度　筑紫野市下水道事業貸借対照表
（令和5年3月31日）

資資　　　　産産　　　　のの　　　　部部

固固 定定 資資 産産

ハ

ニ

33..

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,250,861,141

6,250,861,141

6,250,861,141

44..

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

634,287,081

634,287,081

184,427,457

イ 賞 与 引 当 金 6,265,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,321,000

7,586,000

0

2,600,000

400,000

829,300,538

55..

27,701,780,470

△ 10,676,387,904

17,025,392,566

24,105,554,245

66..

3,805,329,498

3,805,329,498

77..

イ 受 贈 財 産 評 価 額 128,816,006

ロ 国 庫 補 助 金 59,579,641

ハ 県 補 助 金 0

ニ 受 益 者 負 担 金 1,928,400

ホ 工 事 負 担 金 3,925,320

ヘ 他 会 計 負 担 金 21,952,235

ト そ の 他 負 担 金 40,027,390

チ 他 会 計 補 助 金 0

256,228,992

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 0

ニ 当年度未処分利益剰余金 622,367,742

622,367,742

878,596,734

4,683,926,232

28,789,480,477

負負　　　　債債　　　　のの　　　　部部

固固 定定 負負 債債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流流 動動 負負 債債

(1) 企 業 債

(6) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰繰 延延 収収 益益

引 当 金 合 計

(4) 前 受 金

(5) 預 り 金

繰 延 収 益 合 計

負負 債債 合合 計計

資資　　　　本本　　　　のの　　　　部部

資資 本本 金金

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

(1) 資 本 剰 余 金

負負 債債 資資 本本 合合 計計

(1) 自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰剰 余余 金金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資資 本本 合合 計計

－ 12 －



注記

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

イ． 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

　建物 45年

　構築物 10～80年

　機械及び装置 18～20年

　工具・器具・備品 5～8年

　車両運搬具 5年

ロ． 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

　施設利用権 50年

（２） 引当金の計上方法

イ． 退職給付引当金

ロ． 賞与引当金、法定福利費引当金

ハ． 貸倒引当金

（３） その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

イ． 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２． 貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２） 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

  本市は、退職手当組合の加入団体であり、公営企業会計においては、在籍職員に応じた
負担金を毎月拠出している。従来から、この負担金以外に不足額が生じても全額一般会計
が負担しているため、退職給付引当金は計上しない。

  職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事
業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。

　令和4年6月に、賞与及びそれに係る法定福利費の支給のため、賞与引当金6,794,000円、法定
福利費引当金1,347,000円を取り崩した。

  貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還
予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,304,871千円である。

（３） 貸倒引当金の取崩し

　債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金1,525,670円を取り崩した。

３． リース取引の処理方法

（１） リース会計に係る特例措置

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 130,000 円

1年超 0 円

計 130,000 円

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。
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令和４年度 筑紫野市下水道事業報告書 

 

１． 概 況 

（１） 総括事項 

下水道事業は、市民の生活環境の改善はもちろん、公共用水域の水質保全や浸水被害の防

除を図るため、地域性、社会的諸条件を勘案しながら効率的な下水道施設の整備と水洗化の

普及促進に努めています。 

本市では、３つの処理区に分け事業を実施しており、御笠川那珂川流域は昭和５０年度、

宝満川流域は昭和５９年度、宝満川上流流域は平成３年度から事業を開始し、御笠川那珂川

流域は昭和５８年度、宝満川流域は昭和６３年度、宝満川上流流域は平成１０年度からそれ

ぞれ供用を開始しています。令和４年度も管渠等の整備を計画的に推進しました。 

イ.営 業 

有収水量は 8,737,377 ㎥で前年度より 67,336 ㎥（約 0.8％）減少しましたが、１人１日

平均排水量は 239 ㍑で前年度とほぼ同じとなっています。 

下水道普及率は 95.2％で前年同値となっています。水洗化人口は 99,985 人となり前年度

より 822 人増加し、処理区域内人口に対する水洗化率は 98.6％で前年度より 0.1 ポイント

増加しました。 

水洗化促進の取り組みとしては、未接続の世帯に対して接続の啓発を行いました。 

ロ.建設改良 

建設改良事業に 416,815,304 円（税込）を支出しました。 

主な工事としては、御笠川那珂川流域では藪ノ元雨水幹線築造工事（５工区）等、宝満川

上流流域ではちくし台団地下水道築造工事等を行いました。 

この結果、令和４年度末での整備総面積が 1629.2ha（68.7%）、管渠総延長が 398,867m と

なりました。 

内容については、２３ページの２.工事の項のとおりです。 

ハ.経理の状況 

収益的収支（税抜）において、収益的収入の総額は、2,235,582,608 円で、前年度と比較

し 16,448,331 円（0.7％）の増となりました。主な要因は、過年度損益修正益が増加したこ

とによるものです。 

収益的支出の総額は、1,933,750,473 円で、前年度と比較して 7,832,691 円（0.4％）の

増となりました。主な要因は、資産減耗費の増によるものです。 

この結果、本年度の損益収支においては 301,832,135 円の純利益となりました。 

資本的収支（税込）において、資本的収入の総額は、633,597,585 円で、前年度と比較し

16,525,445 円（26.8％）の増となりました。主な要因は、公共下水道事業債、国庫補助金
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等が増加したことによるものです。 

資本的支出の総額は、1,099,467,632 円で、前年度と比較し 113,442,419 円（11.5％）の

増となりました。主な要因は、工事請負費等が増加したことによるものです。 

この資本的収支で不足する額 465,870,047 円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 20,508,856 円、繰越工事資金 20,252,000 円、過年度分損益勘定留保資金

104,574,896 円、減債積立金 320,534,295 円で補てんしました。 

以上が令和４年度決算の概要であります。 

今後の下水道事業の経営には、人口増加率の鈍化や、環境変化に伴う自然災害のリスクの

高まり、電気料金に代表される物価の上昇、下水道設備の老朽化など、多様な課題への適切

な対応と可能な限りの事前対策が求められます。 

これからも「衛生的で快適な下水道サービス」を将来にわたり継続して提供していくため

に、国、県、近隣事業体の動向を注視し、引き続き効率的な事業運営に取り組んでまいりま

す。 

（２）経営指標に関する事項 

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度

比 0.75 ポイント減の 111.24％となり、健全経営の水準とされる 100％を上回っています。

また、使用料水準の評価となる経費回収率は、前年度比 3.65 ポイント減の 105.43％となり、

使用料で回収すべき経費をすべて使用料でまかなえている状況です。 

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比1.36ポイ

ント減の45.04％であり、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管渠老朽化率は0％

となっています。将来の管路更新に備え、修繕や事業費の平準化を図り、計画的な企業経営

を行っていきます。 

 

＜経営指標の推移＞

H30 R1 R2 R3 R4

経常収支比率 109.47% 110.97% 111.60% 111.99% 111.24%

経費回収率 105.32% 106.59% 108.50% 109.08% 105.43%

有形固定資産減価償却率 38.83% 40.48% 42.10% 43.69% 45.04%

管渠老朽化率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%  

＜経営指標の推移＞

H30 R1 R2 R3 R4

経常収支比率 109.47% 110.97% 111.60% 111.99% 111.24%

経費回収率 105.32% 106.59% 108.50% 109.08% 105.43%

有形固定資産減価償却率 38.83% 40.48% 42.10% 43.69% 45.04%

管渠老朽化率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
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（３）議会議決事項

（４）行政官庁認可等事項

　　該当事項なし

議決等年月日議　決　事　項

議案　第３６号

議案　第２４号

議案　第６９号
 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第１号）について

R4.12.16

認定　第１３号
 令和３年度筑紫野市下水道事業会計剰余金の
 処分及び決算の認定について

 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第３号）について

 令和５年度筑紫野市下水道事業会計予算に
 ついて

議案番号 提出年月日

R5.3.16

R5.3.16

R4.12.16

R4.9.28

R5.2.28

R5.2.28

R4.11.30

R4.9.2

R4.11.30

報告　第 ７ 号
 令和３年度筑紫野市下水道事業会計予算繰越
 計算書の報告について

R4.6.8 －

議案　第７０号
 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第２号）について

（５）職員に関する事項

　イ．職員数

職　　名 摘　　　要

※(　)内は再任用短時間勤務職員（外数）

　ロ．職員の給与改定

　　令和4年4月1日をもって、国家公務員給与改定に準じて職員給与を改定しました。

（６）使用料その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　該当事項なし

0計 (0) 13 (0) 13 (0)

1

技術職員 (0) 4 (0) 3 (0) △1

事務職員 (0) 5 (0) 6 (0)

課長補佐 0 0 0

係　　長 3 3 0

課　　長 1 1 0

令和4年3月31日
現在

令和5年3月31日
現在

増減

部　　長 0 0 0
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（３）議会議決事項

（４）行政官庁認可等事項

　　該当事項なし

議決等年月日議　決　事　項

議案　第３６号

議案　第２４号

議案　第６９号
 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第１号）について

R4.12.16

認定　第１３号
 令和３年度筑紫野市下水道事業会計剰余金の
 処分及び決算の認定について

 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第３号）について

 令和５年度筑紫野市下水道事業会計予算に
 ついて

議案番号 提出年月日

R5.3.16

R5.3.16

R4.12.16

R4.9.28

R5.2.28

R5.2.28

R4.11.30

R4.9.2

R4.11.30

報告　第 ７ 号
 令和３年度筑紫野市下水道事業会計予算繰越
 計算書の報告について

R4.6.8 －

議案　第７０号
 令和４年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第２号）について

（５）職員に関する事項

　イ．職員数

職　　名 摘　　　要

※(　)内は再任用短時間勤務職員（外数）

　ロ．職員の給与改定

　　令和4年4月1日をもって、国家公務員給与改定に準じて職員給与を改定しました。

（６）使用料その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　該当事項なし

0計 (0) 13 (0) 13 (0)

1

技術職員 (0) 4 (0) 3 (0) △1

事務職員 (0) 5 (0) 6 (0)

課長補佐 0 0 0

係　　長 3 3 0

課　　長 1 1 0

令和4年3月31日
現在

令和5年3月31日
現在

増減

部　　長 0 0 0
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（７）そ　の　他

① 一般会計繰入金の総額　437,470,000 円の使途について

　　　（款）下水道事業収益　（項）営業収益　　（目）他会計負担金　　129,680,000 円

　　　（款）資本的収入　　　（項）負担金　　　（目）他会計負担金　　307,790,000 円

　イ　他会計負担金（収益的収入分）129,680,000 円については

　　・雨水処理に要する経費として、減価償却費に30,951,941 円（特定収入以外）､

　　　企業債償還利子に6,732,734 円（特定収入以外）、職員給与費に1,325,325 円（特定収入以外）及び

　　　補助金に185,000円（特定収入以外）それぞれ充当した。

　　・下水の規制に関する経費として、職員給与費に7,086,014 円（特定収入以外）充当した。

　　・水洗便所改造に係る改造命令に関する経費として、職員給与費に2,362,005 円（特定収入以外）充当した。

　　・臨時財政特例債の償還に係る経費として、企業債償還利子に186,974 円（特定収入以外）充当した。

　　・資本費平準化債の償還に係る経費として、企業債償還利子に948,899 円（特定収入以外）充当した。

　　・高度処理に要する経費として、企業債償還利子に19,353,000 円（特定収入以外）充当した。

　　・流域下水道に要する経費として、企業債償還利子に11,582,937 円（特定収入以外）充当した。

　　・分流式下水道等に要する経費として、減価償却費に14,468,521 円（特定収入以外）、企業債償還利子に

　　　8,214,000 円（特定収入以外）それぞれ充当した。

　　・資本費対策経費として、企業債償還利子に26,282,650 円（特定収入以外）充当した。

　ロ　他会計負担金（資本的収入分）307,790,000 円については、

　　・臨時財政特例債の償還に係る経費として、

      課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に1,241,971 円（特定収入以外)、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に4,403,349 円（特定収入）それぞれ充当した。

　　・雨水処理に要する経費として、雨水用地に係る企業債償還元金に262,940 円（特定収入以外）充当した。

　　・流域下水道建設に要する経費として、

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に20,796,564 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に17,979,717 円（特定収入）それぞれ充当した。

　　・資本費平準化債の償還に係る経費として、　　

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に19,282,769 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に13,518,160 円（特定収入）それぞれ充当した。　　　　

　　・臨時財政特例債等以外の償還に係る経費として、

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に83,371,391 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に146,933,139 円（特定収入）それぞれ充当した。

②受益者負担金の使途について

　　　（款）資本的収入　（項）負担金　（目）受益者負担金　　13,533,585 円

　イ　受益者負担金13,533,585 円については

　  ・公共下水道整備に要する経費として、

　　　職員給与費に13,533,585 円（特定収入以外）充当した。

　　  

③国庫補助金の使途について

　　　（款）資本的収入　（項）補助金　（目）国庫補助金　　69,474,000 円

　イ　国庫補助金69,474,000 円については

　  ・公共下水道整備に要する経費として、

　　　補償費に2,737,160 円（特定収入以外）、委託料・工事請負費に66,736,840 円（特定収入）

　　　それぞれ充当した。

２．工　　事

（１）建設工事等の概況
　　イ．管渠築造工事

（単位：円）

契 約 日 補 助

R4.9.9

更生管　φ200 Ｌ＝ 189.61m R4.9.10

～

R4.12.16

R4.9.27

雨水水路 Ｌ＝ 45.09m R4.9.28

～

□ 1,800×1,800 R5.3.17

R3.12.14

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 497.10m R3.12.15

～

塩ビ管（開削）φ150 Ｌ＝ 79.00m R4.5.2

R3.12.13

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 485.40m R3.12.14

～

R4.5.2

R4.7.28

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 485.44m R4.7.29

～

R5.3.17

R4.7.25

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 570.80m R4.7.26

～

R5.3.17

補助
単独

古賀栄組㈱

５
ちくし台団地
３工区
下水道築造工事

６

宝満川上流流域関連公共下水道事業

㈱中川組

㈱矢ケ部開発

補助
単独

47,048,100
補助
単独

４
ちくし台団地
２工区
下水道築造工事

宝満川上流流域関連公共下水道事業

37,216,300

宝満川上流流域関連公共下水道事業

46,611,400
補助
単独

１
針摺地区２工区
下水道管更生工
事

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

40,404,100

工　事　名 工  事  内  容
契約金額

（税　込）

２
藪ノ元雨水幹線
築造工事
（５工区）

契約の相手方

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

18,507,500
補助
単独

ちくし台団地
４工区
下水道築造工事

工　　期 単 独

佐和屋産業㈱

㈱中川組

３
ちくし台団地
１工区
下水道築造工事

宝満川上流流域関連公共下水道事業

56,849,100
補助
単独

陽光建設㈱
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（７）そ　の　他

① 一般会計繰入金の総額　437,470,000 円の使途について

　　　（款）下水道事業収益　（項）営業収益　　（目）他会計負担金　　129,680,000 円

　　　（款）資本的収入　　　（項）負担金　　　（目）他会計負担金　　307,790,000 円

　イ　他会計負担金（収益的収入分）129,680,000 円については

　　・雨水処理に要する経費として、減価償却費に30,951,941 円（特定収入以外）､

　　　企業債償還利子に6,732,734 円（特定収入以外）、職員給与費に1,325,325 円（特定収入以外）及び

　　　補助金に185,000円（特定収入以外）それぞれ充当した。

　　・下水の規制に関する経費として、職員給与費に7,086,014 円（特定収入以外）充当した。

　　・水洗便所改造に係る改造命令に関する経費として、職員給与費に2,362,005 円（特定収入以外）充当した。

　　・臨時財政特例債の償還に係る経費として、企業債償還利子に186,974 円（特定収入以外）充当した。

　　・資本費平準化債の償還に係る経費として、企業債償還利子に948,899 円（特定収入以外）充当した。

　　・高度処理に要する経費として、企業債償還利子に19,353,000 円（特定収入以外）充当した。

　　・流域下水道に要する経費として、企業債償還利子に11,582,937 円（特定収入以外）充当した。

　　・分流式下水道等に要する経費として、減価償却費に14,468,521 円（特定収入以外）、企業債償還利子に

　　　8,214,000 円（特定収入以外）それぞれ充当した。

　　・資本費対策経費として、企業債償還利子に26,282,650 円（特定収入以外）充当した。

　ロ　他会計負担金（資本的収入分）307,790,000 円については、

　　・臨時財政特例債の償還に係る経費として、

      課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に1,241,971 円（特定収入以外)、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に4,403,349 円（特定収入）それぞれ充当した。

　　・雨水処理に要する経費として、雨水用地に係る企業債償還元金に262,940 円（特定収入以外）充当した。

　　・流域下水道建設に要する経費として、

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に20,796,564 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に17,979,717 円（特定収入）それぞれ充当した。

　　・資本費平準化債の償還に係る経費として、　　

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に19,282,769 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に13,518,160 円（特定収入）それぞれ充当した。　　　　

　　・臨時財政特例債等以外の償還に係る経費として、

　　　課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に83,371,391 円（特定収入以外）、

　　　課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に146,933,139 円（特定収入）それぞれ充当した。

②受益者負担金の使途について

　　　（款）資本的収入　（項）負担金　（目）受益者負担金　　13,533,585 円

　イ　受益者負担金13,533,585 円については

　  ・公共下水道整備に要する経費として、

　　　職員給与費に13,533,585 円（特定収入以外）充当した。

　　  

③国庫補助金の使途について

　　　（款）資本的収入　（項）補助金　（目）国庫補助金　　69,474,000 円

　イ　国庫補助金69,474,000 円については

　  ・公共下水道整備に要する経費として、

　　　補償費に2,737,160 円（特定収入以外）、委託料・工事請負費に66,736,840 円（特定収入）

　　　それぞれ充当した。

２．工　　事

（１）建設工事等の概況
　　イ．管渠築造工事

（単位：円）

契 約 日 補 助

R4.9.9

更生管　φ200 Ｌ＝ 189.61m R4.9.10

～

R4.12.16

R4.9.27

雨水水路 Ｌ＝ 45.09m R4.9.28

～

□ 1,800×1,800 R5.3.17

R3.12.14

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 497.10m R3.12.15

～

塩ビ管（開削）φ150 Ｌ＝ 79.00m R4.5.2

R3.12.13

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 485.40m R3.12.14

～

R4.5.2

R4.7.28

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 485.44m R4.7.29

～

R5.3.17

R4.7.25

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 570.80m R4.7.26

～

R5.3.17

補助
単独

古賀栄組㈱

５
ちくし台団地
３工区
下水道築造工事

６

宝満川上流流域関連公共下水道事業

㈱中川組

㈱矢ケ部開発

補助
単独

47,048,100
補助
単独

４
ちくし台団地
２工区
下水道築造工事

宝満川上流流域関連公共下水道事業

37,216,300

宝満川上流流域関連公共下水道事業

46,611,400
補助
単独

１
針摺地区２工区
下水道管更生工
事

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

40,404,100

工　事　名 工  事  内  容
契約金額
（税　込）

２
藪ノ元雨水幹線
築造工事
（５工区）

契約の相手方

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

18,507,500
補助
単独

ちくし台団地
４工区
下水道築造工事

工　　期 単 独

佐和屋産業㈱

㈱中川組

３
ちくし台団地
１工区
下水道築造工事

宝満川上流流域関連公共下水道事業

56,849,100
補助
単独

陽光建設㈱
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３．業　　務

（１）業　務　量

事　　　　　 項 単位 令和４年度 令和３年度 対前年度比較 備　考

行 政 人 口 人 106,473 105,782 691

処 理 区 域 内 人 口 人 101,398 100,653 745

普 及 率 ％ 95.2 95.2 0.0

水 洗 化 人 口 人 99,985 99,163 822

水 洗 化 戸 数 戸 44,808 43,955 853

水 洗 化 率 ％ 98.6 98.5 0.1

全 体 計 画 面 積 h a 2,372.7 2,372.7 0.0

整 備 面 積 h a 1,629.2 1,618.6 10.6

整 備 率 ％ 68.7 68.2 0.5

管 渠 総 延 長 ｍ 398,867 395,928 2,939

有 収 水 量 ㎥ 8,737,377 8,804,713 △ 67,336

（２）事業収入に関する事項 (単位：円)

科 目 令和４年度 令和３年度 備考

１． 2,235,582,608 2,219,134,277 16,448,331 0.7

１． 1,631,729,611 1,653,851,563 △ 22,121,952 △ 1.3

１．下 水 道 使 用 料 1,501,407,621 1,520,665,094 △ 19,257,473 △ 1.3

２．他 会 計 負 担 金 129,680,000 132,556,000 △ 2,876,000 △ 2.2

３．受 託 事 業 収 益 0 0 0

４．そ の 他 営 業 収 益 641,990 630,469 11,521 1.8

２． 514,491,127 497,080,505 17,410,622 3.5

１．受取利息及び配当金 2,843 4,739 △ 1,896 △ 40.0

２．長 期 前 受 金 戻 入 514,408,641 496,998,664 17,409,977 3.5

３．雑 収 益 79,643 77,102 2,541 3.3

４．その他営業外収益 0 0 0

３． 89,361,870 68,202,209 21,159,661 31.0

１．固 定 資 産 売 却 益 0 0 0

２．過年度損益修正益 89,361,870 68,202,209 21,159,661 31.0

（３）事業費に関する事項 (単位：円)

科 目 令和４年度 令和３年度 備考

１． 1,933,750,473 1,925,917,782 7,832,691 0.4

１． 1,811,742,561 1,789,557,315 22,185,246 1.2

１．管 渠 費 30,512,949 31,069,712 △ 556,763 △ 1.8

２．受 託 事 業 費 0 0 0

３．
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

788,947,748 794,461,304 △ 5,513,556 △ 0.7

４．業 務 費 20,931,819 20,920,000 11,819 0.1

５．総 係 費 80,706,137 81,992,085 △ 1,285,948 △ 1.6

６．減 価 償 却 費 863,054,778 858,559,543 4,495,235 0.5

７．資 産 減 耗 費 27,589,130 2,554,671 25,034,459 979.9

２． 117,584,730 131,107,906 △ 13,523,176 △ 10.3

１．支 払 利 息 116,313,306 130,599,246 △ 14,285,940 △ 10.9

２．雑 支 出 1,271,424 508,660 762,764 150.0

３． 4,423,182 5,252,561 △ 829,379 △ 15.8

１．固 定 資 産 売 却 損 0 0 0

２．過年度損益修正損 4,423,182 5,252,561 △ 829,379 △ 15.8

３．そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

率（％)

特 別 損 失

－

－

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

－

－

比較増減額

比較増減額

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

－

特 別 利 益

－

率（％)
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３．業　　務

（１）業　務　量

事　　　　　 項 単位 令和４年度 令和３年度 対前年度比較 備　考

行 政 人 口 人 106,473 105,782 691

処 理 区 域 内 人 口 人 101,398 100,653 745

普 及 率 ％ 95.2 95.2 0.0

水 洗 化 人 口 人 99,985 99,163 822

水 洗 化 戸 数 戸 44,808 43,955 853

水 洗 化 率 ％ 98.6 98.5 0.1

全 体 計 画 面 積 h a 2,372.7 2,372.7 0.0

整 備 面 積 h a 1,629.2 1,618.6 10.6

整 備 率 ％ 68.7 68.2 0.5

管 渠 総 延 長 ｍ 398,867 395,928 2,939

有 収 水 量 ㎥ 8,737,377 8,804,713 △ 67,336

（２）事業収入に関する事項 (単位：円)

科 目 令和４年度 令和３年度 備考

１． 2,235,582,608 2,219,134,277 16,448,331 0.7

１． 1,631,729,611 1,653,851,563 △ 22,121,952 △ 1.3

１．下 水 道 使 用 料 1,501,407,621 1,520,665,094 △ 19,257,473 △ 1.3

２．他 会 計 負 担 金 129,680,000 132,556,000 △ 2,876,000 △ 2.2

３．受 託 事 業 収 益 0 0 0

４．そ の 他 営 業 収 益 641,990 630,469 11,521 1.8

２． 514,491,127 497,080,505 17,410,622 3.5

１．受取利息及び配当金 2,843 4,739 △ 1,896 △ 40.0

２．長 期 前 受 金 戻 入 514,408,641 496,998,664 17,409,977 3.5

３．雑 収 益 79,643 77,102 2,541 3.3

４．その他営業外収益 0 0 0

３． 89,361,870 68,202,209 21,159,661 31.0

１．固 定 資 産 売 却 益 0 0 0

２．過年度損益修正益 89,361,870 68,202,209 21,159,661 31.0

（３）事業費に関する事項 (単位：円)

科 目 令和４年度 令和３年度 備考

１． 1,933,750,473 1,925,917,782 7,832,691 0.4

１． 1,811,742,561 1,789,557,315 22,185,246 1.2

１．管 渠 費 30,512,949 31,069,712 △ 556,763 △ 1.8

２．受 託 事 業 費 0 0 0

３．
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

788,947,748 794,461,304 △ 5,513,556 △ 0.7

４．業 務 費 20,931,819 20,920,000 11,819 0.1

５．総 係 費 80,706,137 81,992,085 △ 1,285,948 △ 1.6

６．減 価 償 却 費 863,054,778 858,559,543 4,495,235 0.5

７．資 産 減 耗 費 27,589,130 2,554,671 25,034,459 979.9

２． 117,584,730 131,107,906 △ 13,523,176 △ 10.3

１．支 払 利 息 116,313,306 130,599,246 △ 14,285,940 △ 10.9

２．雑 支 出 1,271,424 508,660 762,764 150.0

３． 4,423,182 5,252,561 △ 829,379 △ 15.8

１．固 定 資 産 売 却 損 0 0 0

２．過年度損益修正損 4,423,182 5,252,561 △ 829,379 △ 15.8

３．そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

率（％)

特 別 損 失

－

－

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

－

－

比較増減額

比較増減額

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

－

特 別 利 益

－

率（％)
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４．会　　   計

（１）重要契約の要旨

　  該　当　な　し

（２）企業債及び一時借入金の概況

  イ．企　業　債
(単位：円)

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高 発 行 額 償 還 額 現 在 高

Ａ Ｂ Ｃ Ａ+Ｂ-Ｃ

財務省資金運用部
及び財政融資資金

4,672,620,442 242,800,000 323,706,079 4,591,714,363

かんぽ生命保険
（旧日本郵政公社）

6,978,756 0 1,103,237 5,875,519

地方公共団体
金 融 機 構

2,415,408,186 0 297,222,963 2,118,185,223

筑 紫 農 業
協 同 組 合

78,697,466 0 28,378,696 50,318,770

信金中央金庫 109,932,068 0 21,951,998 87,980,070

福 岡 銀 行 41,363,632 0 10,289,355 31,074,277

合　　計 7,325,000,550 242,800,000 682,652,328 6,885,148,222

  ロ．一時借入金

　　  本年度は、一時借入金は不用であった。

借　入　先

－ 26 －



１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 301,832,135

減価償却費 863,054,778

固定資産除却費 27,589,130

貸倒引当金の増減額 △ 525,670

引当金の増減額 △ 2,926,000

長期前受金戻入額 △ 514,408,641

受取利息及び受取配当金 △ 2,843

支払利息 116,313,306

有価証券売却損益 0

未収金の増減額（△は増加） △ 9,363,545

その他の流動資産の増減額（△は増加） 31,920,000

未払金の増減額（△は減少） △ 17,770,916

前受金の増減額（△は減少） 0

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 565,400

小計 795,146,334

利息及び配当金の受取額 2,843

利息の支払額 △ 116,313,306

業務活動によるキャッシュ・フロー 678,835,871

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 212,781,579

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △ 77,551,173

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 64,669,000

負担金による収入 365,084,496

投資活動によるキャッシュ・フロー 139,420,744

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入 242,800,000

建設改良費等の財源に充てるための

企業債の償還による支出 △ 682,652,328

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 439,852,328

資金の増加額（又は減少額） 378,404,287

資金期首残高 1,381,688,484

資金期末残高 1,760,092,771

令和４年度　筑紫野市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

( 単 位 ： 円 )
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　収益的収入及び支出明細書

収益的収入
　　　　（注）備考欄の○は課税、△は不課税、×は非課税である。

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
収 益

2,235,582,608

1. 営 業 収 益 1,631,729,611

1. 下 水 道 使 用 料 1,501,407,621

下 水 道 使 用 料 1,501,407,621 ○

2. 他 会 計 負 担 金 129,680,000

雨水処理負担金 39,195,000 △ 一般会計負担金

そ の 他 負 担 金 90,485,000 △ 一般会計負担金

3. 受 託 事 業 収 益 0

受 託 事 業 収 益 0

4. その他営業収益 641,990

手 数 料 629,700 × 督促手数料　他

雑 収 益 12,290 ○

2. 営業外収益 514,491,127

1.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

2,843

預 金 利 息 2,843 ×

2. 長期前受金戻入 514,408,641

長 期 前 受
受贈財産評価額戻入 78,815,355 △

長 期 前 受
国 庫 補 助 金 戻 入 229,083,356 △

長 期 前 受
県 補 助 金 戻 入 1,310,008 △

長 期 前 受
受益者負担金戻入 41,793,439 △

長 期 前 受
工 事 負 担 金 戻 入 18,236,897 △

長 期 前 受
他会計負担金戻入 135,283,565 △

長 期 前 受
その他負担金戻入 41,091 △

長 期 前 受
他会計補助金戻入 9,844,930 △

備　　　考款 項 目

（単位：円）

節 金　　額

3. 雑 収 益 79,643

そ の 他 雑 収 益 79,643
○
×

4.
そ の 他
営 業 外 収 益

0

有 価 証 券
売 却 収 益

0

3. 特 別 利 益 89,361,870

1.
固 定 資 産
売 却 益

0

固 定 資 産
売 却 益

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 益

89,361,870

過 年 度 損 益
修 正 益

89,361,870 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

款 項 目 備　　　考
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　収益的収入及び支出明細書

収益的収入
　　　　（注）備考欄の○は課税、△は不課税、×は非課税である。

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
収 益

2,235,582,608

1. 営 業 収 益 1,631,729,611

1. 下 水 道 使 用 料 1,501,407,621

下 水 道 使 用 料 1,501,407,621 ○

2. 他 会 計 負 担 金 129,680,000

雨水処理負担金 39,195,000 △ 一般会計負担金

そ の 他 負 担 金 90,485,000 △ 一般会計負担金

3. 受 託 事 業 収 益 0

受 託 事 業 収 益 0

4. その他営業収益 641,990

手 数 料 629,700 × 督促手数料　他

雑 収 益 12,290 ○

2. 営業外収益 514,491,127

1.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

2,843

預 金 利 息 2,843 ×

2. 長期前受金戻入 514,408,641

長 期 前 受
受贈財産評価額戻入 78,815,355 △

長 期 前 受
国 庫 補 助 金 戻 入 229,083,356 △

長 期 前 受
県 補 助 金 戻 入 1,310,008 △

長 期 前 受
受益者負担金戻入 41,793,439 △

長 期 前 受
工 事 負 担 金 戻 入 18,236,897 △

長 期 前 受
他会計負担金戻入 135,283,565 △

長 期 前 受
その他負担金戻入 41,091 △

長 期 前 受
他会計補助金戻入 9,844,930 △

備　　　考款 項 目

（単位：円）

節 金　　額

3. 雑 収 益 79,643

そ の 他 雑 収 益 79,643
○
×

4.
そ の 他
営 業 外 収 益

0

有 価 証 券
売 却 収 益

0

3. 特 別 利 益 89,361,870

1.
固 定 資 産
売 却 益

0

固 定 資 産
売 却 益

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 益

89,361,870

過 年 度 損 益
修 正 益

89,361,870 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

款 項 目 備　　　考

－ 29 －



収益的支出

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
費 用

1,933,750,473

1. 営業費用 1,811,742,561

1. 管 渠 費 30,512,949

備 消 品 費 0

光 熱 水 費 78,006 ○ 水道料金

通 信 運 搬 費 150,738 ○ 電話料金

賃 借 料 125,739 × 汚水管渠埋設用地賃借料

修 繕 費 3,764,400 ○ ポンプ場修理　他

動 力 費 4,385,695 ○ ポンプ場電気料金

保 険 料 96,571 × 賠償責任保険料 他

委 託 料 14,329,200 ○ ポンプ場維持管理委託 他

工 事 請 負 費 7,582,600 ○ 管渠補修工事

2. 受 託 事 業 費 0

受 託 事 業 費 0

3.
流域下水道維持
管 理 負 担 金

788,947,748

負 担 金 788,947,748 ○ 流域維持管理負担金

4. 業 務 費 20,931,819

委 託 料 20,931,819 ○ 下水道使用料徴収事務委託料

5. 総 係 費 80,706,137

給 料 31,802,400 △ 予算　32,298,000円

手 当 16,908,172
○
△

予算　18,310,000円

報 酬 0

法 定 福 利 費 9,973,915 × 予算　10,460,000円

退 職 負 担 金 3,816,288 △

厚 生 費 144,546 ○ 職員互助会負担金

備　　　考款 項 目

（単位：円）

節 金　　額

旅 費 11,692 ○

被 服 費 5,660 ○

備 消 品 費 92,435 ○

燃 料 費 100,959 ○ ガソリン代

印 刷 製 本 費 279,800 ○ 決算書等印刷　他

手 数 料 48,500
○
×

公用車車検代行手数料 他

賃 借 料 120,960 ○ 会計システムリース料

修 繕 費 63,364 ○

研 修 費 42,273 ○ 公用車修繕

負 担 金 5,463,139
○
△

 会計年度任用職員負担金、
庁舎維持管理負担金 他

補 助 金 185,000 △
 雨水貯留タンク設置
補助金

保 険 料 70,554 × 自動車損害共済分担金 他

公 課 費 6,600 △ 公用車車検重量税

委 託 料 5,354,880 ○ 下水道台帳作成委託　他

賞与引当金繰入額 4,308,000 △

法定福利引当金
繰 入 額

907,000 △

貸倒引当金繰入額 1,000,000 △

6. 減 価 償 却 費 863,054,778

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

727,299,932 △

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

135,754,846 △

7. 資 産 減 耗 費 27,589,130

固定資産除却費 27,589,130 △

2. 営業外費用 117,584,730

1. 支 払 利 息 116,313,306

企 業 債 利 息 116,313,306 × 企業債償還利子

一時借入金利息 0

2. 雑 支 出 1,271,424

そ の 他 雑 支 出 1,271,424 ○
 漏水減額等による過年度
収納分使用料還付金

備　　　考款 項 目
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収益的支出

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
費 用

1,933,750,473

1. 営業費用 1,811,742,561

1. 管 渠 費 30,512,949

備 消 品 費 0

光 熱 水 費 78,006 ○ 水道料金

通 信 運 搬 費 150,738 ○ 電話料金

賃 借 料 125,739 × 汚水管渠埋設用地賃借料

修 繕 費 3,764,400 ○ ポンプ場修理　他

動 力 費 4,385,695 ○ ポンプ場電気料金

保 険 料 96,571 × 賠償責任保険料 他

委 託 料 14,329,200 ○ ポンプ場維持管理委託 他

工 事 請 負 費 7,582,600 ○ 管渠補修工事

2. 受 託 事 業 費 0

受 託 事 業 費 0

3.
流域下水道維持
管 理 負 担 金

788,947,748

負 担 金 788,947,748 ○ 流域維持管理負担金

4. 業 務 費 20,931,819

委 託 料 20,931,819 ○ 下水道使用料徴収事務委託料

5. 総 係 費 80,706,137

給 料 31,802,400 △ 予算　32,298,000円

手 当 16,908,172
○
△

予算　18,310,000円

報 酬 0

法 定 福 利 費 9,973,915 × 予算　10,460,000円

退 職 負 担 金 3,816,288 △

厚 生 費 144,546 ○ 職員互助会負担金

備　　　考款 項 目

（単位：円）

節 金　　額

旅 費 11,692 ○

被 服 費 5,660 ○

備 消 品 費 92,435 ○

燃 料 費 100,959 ○ ガソリン代

印 刷 製 本 費 279,800 ○ 決算書等印刷　他

手 数 料 48,500
○
×

公用車車検代行手数料 他

賃 借 料 120,960 ○ 会計システムリース料

修 繕 費 63,364 ○

研 修 費 42,273 ○ 公用車修繕

負 担 金 5,463,139
○
△

 会計年度任用職員負担金、
庁舎維持管理負担金 他

補 助 金 185,000 △
 雨水貯留タンク設置
補助金

保 険 料 70,554 × 自動車損害共済分担金 他

公 課 費 6,600 △ 公用車車検重量税

委 託 料 5,354,880 ○ 下水道台帳作成委託　他

賞与引当金繰入額 4,308,000 △

法定福利引当金
繰 入 額

907,000 △

貸倒引当金繰入額 1,000,000 △

6. 減 価 償 却 費 863,054,778

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

727,299,932 △

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

135,754,846 △

7. 資 産 減 耗 費 27,589,130

固定資産除却費 27,589,130 △

2. 営業外費用 117,584,730

1. 支 払 利 息 116,313,306

企 業 債 利 息 116,313,306 × 企業債償還利子

一時借入金利息 0

2. 雑 支 出 1,271,424

そ の 他 雑 支 出 1,271,424 ○
 漏水減額等による過年度
収納分使用料還付金

備　　　考款 項 目
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（単位：円）

節 金　　額

3. 特 別 損 失 4,423,182

1.
固 定 資 産
売 却 損

0

有形固定資産
売 却 損

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 損

4,423,182

過 年 度 損 益
修 正 損

4,423,182 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

3. その他特別損失 0

その他特別損失 0

備　　　考款 項 目

　資本的収入及び支出明細書

資本的収入

（単位：円）

節 金　　額

1. 資本的収入 633,597,585

1. 企 業 債 242,800,000

1. 企 業 債 242,800,000

公 共 下 水 道
事 業 債

165,000,000 △

流 域 下 水 道
事 業 債

77,800,000 △

2. 補 助 金 69,474,000

1. 国 庫 補 助 金 69,474,000

下 水 道 整 備
国 庫 補 助 金

69,474,000 △

3. 負 担 金 321,323,585

1. 受益者負担金 13,533,585

受益者負担金 9,397,574 △

受益者分担金 4,136,011 △

2. 工 事 負 担 金 0

工 事 負 担 金 0

3. 他会計負担金 307,790,000

他会計負担金 307,790,000 △

4. その他負担金 0

その他負担金 0

4.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

1.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

固 定 資 産
売 却 代 金

0

備　　　考款  項 目
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（単位：円）

節 金　　額

3. 特 別 損 失 4,423,182

1.
固 定 資 産
売 却 損

0

有形固定資産
売 却 損

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 損

4,423,182

過 年 度 損 益
修 正 損

4,423,182 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

3. その他特別損失 0

その他特別損失 0

備　　　考款 項 目

　資本的収入及び支出明細書

資本的収入

（単位：円）

節 金　　額

1. 資本的収入 633,597,585

1. 企 業 債 242,800,000

1. 企 業 債 242,800,000

公 共 下 水 道
事 業 債

165,000,000 △

流 域 下 水 道
事 業 債

77,800,000 △

2. 補 助 金 69,474,000

1. 国 庫 補 助 金 69,474,000

下 水 道 整 備
国 庫 補 助 金

69,474,000 △

3. 負 担 金 321,323,585

1. 受益者負担金 13,533,585

受益者負担金 9,397,574 △

受益者分担金 4,136,011 △

2. 工 事 負 担 金 0

工 事 負 担 金 0

3. 他会計負担金 307,790,000

他会計負担金 307,790,000 △

4. その他負担金 0

その他負担金 0

4.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

1.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

固 定 資 産
売 却 代 金

0

備　　　考款  項 目
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資本的支出

（単位：円）

節 金　　額

1. 資本的支出 1,065,032,196

1. 建設改良費 382,379,868

1.
公 共 下 水道
整 備 費

304,823,465

給 料 15,928,800 △ 予算　16,121,000円

手 当 7,927,277
○
△

予算 　8,127,000円

法 定 福 利 費 4,852,661 × 予算 　4,981,000円

退 職 負 担 金 1,911,456 △

旅 費 2,055 ○

被 服 費 23,040 ○ 作業服　他

備 消 品 費 647,432 ○

燃 料 費 105,273 ○ ガソリン代

印 刷 製 本 費 0

通 信 運 搬 費 0

手 数 料 13,000
○
×

公用車車検代行手数料 他

賃 借 料 2,176,689 ○ 積算システムリース料 他

修 繕 費 72,104 ○ 公用車修繕

保 険 料 19,730 × 公用車車検自賠責保険料

公 課 費 8,200 △ 公用車車検重量税

委 託 料 7,840,000 ○ 設計委託 他

工 事 請 負 費 255,378,037 ○ 下水道築造工事　他

工 事 負 担 金 0

補 償 費 5,474,318 △ 水道管移設補償

厚 生 費 72,393 ○ 職員互助会負担金

研 修 費 0

賞与引当金繰入額 1,957,000 △

法定福利引当金
繰 入 額

414,000 △

款 項 目 備　　　考

（単位：円）

　 款    項 　　目 節 金　　額

2.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

77,551,173

負 担 金 77,551,173 ○ 流域下水道建設負担金

3.
受益者負担金
経 費

5,230

印 刷 製 本 費 0

通 信 運 搬 費 3,136 ○ 郵便料

手 数 料 160 ○ 口座振替手数料

委 託 料 1,934 ○ 収納処理委託料

4. 資 産 購 入 費 0

土 地 0

車両及運搬具 0

工具器具及備品 0

2.
企 業 債
償 還 金

682,652,328

1. 企業債償還金 682,652,328

企業債償還金 682,652,328 △ 企業債償還元金

備　　　考
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（単位：円）

　 款    項 　　目 節 金　　額

2.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

77,551,173

負 担 金 77,551,173 ○ 流域下水道建設負担金

3.
受益者負担金
経 費

5,230

印 刷 製 本 費 0

通 信 運 搬 費 3,136 ○ 郵便料

手 数 料 160 ○ 口座振替手数料

委 託 料 1,934 ○ 収納処理委託料

4. 資 産 購 入 費 0

土 地 0

車両及運搬具 0

工具器具及備品 0

2.
企 業 債
償 還 金

682,652,328

1. 企業債償還金 682,652,328

企業債償還金 682,652,328 △ 企業債償還元金

備　　　考
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4
0

0
3
,
2
8
4
,
1
4
0

3
2
0
,
6
6
0

建
設

仮
勘

定
3
8
,
7
2
8
,
6
6
3

9
,
2
0
1
,
5
0
0

3
8
,
7
2
8
,
6
6
3

9
,
2
0
1
,
5
0
0

0
0

0
0

9
,
2
0
1
,
5
0
0

計
4
0
,
7
7
9
,
2
8
0
,
6
6
9

3
9
8
,
4
0
4
,
4
0
9

9
4
,
3
9
3
,
7
3
3

4
1
,
0
8
3
,
2
9
1
,
3
4
5

1
7
,
7
0
1
,
2
2
2
,
8
8
8

7
2
7
,
2
9
9
,
9
3
2

2
8
,
0
7
5
,
9
4
0

1
8
,
4
0
0
,
4
4
6
,
8
8
0

2
2
,
6
8
2
,
8
4
4
,
4
6
5

地
役

権
4
7
,
6
4
9
,
3
9
0

0
0

0
4
7
,
6
4
9
,
3
9
0

流
域

下
水

道
施

設
利

用
権

3
,
9
1
7
,
6
1
8
,
4
3
5

7
7
,
5
5
1
,
1
7
3

0
1
3
5
,
7
5
4
,
8
4
6

3
,
8
5
9
,
4
1
4
,
7
6
2

計
3
,
9
6
5
,
2
6
7
,
8
2
5

7
7
,
5
5
1
,
1
7
3

0
1
3
5
,
7
5
4
,
8
4
6

3
,
9
0
7
,
0
6
4
,
1
5
2

（
３

）
投

資
明

細
書

出
資

金
3
,
0
3
0
,
0
0
0

0
0

3
,
0
3
0
,
0
0
0

計
3
,
0
3
0
,
0
0
0

0
0

3
,
0
3
0
,
0
0
0

当
　

年
　

度
減

　
少

　
額

当
　

年
　

度
増

　
加

　
額

年
　

度
　

末
現

　
在

　
高

資
 
 
産

 
 
の

 
 
種

 
 
類

年
 
度

 
当

 
初

現
　

在
　

高
当

　
年

　
度

増
　

加
　

額
当

　
年

　
度

減
　

少
　

額

当
 
年

 
度

 
末

償
却

未
済

高
前

　
年

　
度

末
　

累
　

計
累

　
　

計

資
 
 
産

 
 
の

 
 
種

 
 
類

年
 
度

 
当

 
初

現
　

在
　

高
当

　
年

　
度

増
　

加
　

額
当

　
年

　
度

減
　

少
　

額
当

　
年

　
度

減
価

償
却

高
年

　
度

　
末

現
　

在
　

高

減
　

 
価

　
 
償

　
 
却

　
 
累

　
 
計

　
 
額

（
２

）
無

形
固

定
資

産
明

細
書

（
１

）
有

形
固

定
資

産
明

細
書

固
　

　
定

　
　

資
　

　
産

　
　

明
　

　
細

　
　

書

資
 
 
産

 
 
の

 
 
種

 
 
類

年
 
度

 
当

 
初

現
　

在
　

高
当

　
年

　
度

増
　

加
　

額
当

　
年

　
度

減
　

少
　

額
年

　
度

　
末

現
　

在
　

高

－ 37 －



－ 38 －



－ 39 －



－ 40 －



－ 41 －



－ 42 －






	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

